
4・児童福祉法改正の概要  

ー233－   



一234－   



書 

Ⅷ 
坦 
梱 
り一 

里 
聖 
朋 
肥 
棚 
． 

（ 

詰 
ま 

意 

志 

り 

一書） 

。昭囲 

蜃鮨 

（出怒 

旺朝 

品－e 

抑 
鮨 

塑 

eN 

l－ 
〇 

｝ 

脚  
＝云 

痘痕 

′ 

J謂扇 

づ、貰 

1 
泄 

班刷緋 

柵 

堰 

謹璧 

け 
刑 
レ 
肥 
帖  
誓  

○  

コ 

副 

嘩 

蒜 

詰 
e 

′J 

〕 

芯讐 

藷血 

（ 

葦制 

服拙 
） 

二 

刃 

圃 

性 
昭 

′ 

レ 
⊃ 

洲 

冠 
＃  

ポ
妃
他
出
督
e
闘
忘
e
台
氾
昭
何
期
聖
廟
脹
夜
型
桐
軍
服
ど
旦
貫
讐
一
招
〓
一
瞥
密
争
軍
蛮
 
 

／
 
■
 
＼
 
，
 
 
‘
 
l
ヾ
’
（
 
 
 
一
 
 
一
l
 
■
 
■
 
 
 
■
 
■
 
 
 
 
－
 
 

宗
畑
品
±
 

‖ 

廟（ 

「 

下 
つ 

侶6 

諾 ∴ 
＝ 

」 
∴ 
り 

鑑 

蒜挿 

面 

澄 
攣 

小冊 
蓼、 

遍 
つ 

側壁e 

帥 
崎 
怠 
慢 
ヒ 
′－′ 

這 
－ 

画拙 

鮒 
璧 

崎 
桓 
脛 
1 

帥  
∴  

（
Ⅲ
蒜
寸
廿
C
N
軍
陣
憎
衰
建
e
国
保
璧
岩
望
遠
冊
苗
緋
柵
袋
－
e
占
 
 

′
讐
等
廿
N
N
筐
蒜
毒
姫
三
拝
箪
課
題
志
僻
′
町
蒜
T
N
賢
蒜
義
軍
藁
捜
寧
崇
高
e
I
）
。
警
警
竺
N
貰
ぃ
⊃
蓋
喧
○
 
 

他 
国 
騒 

e 

謡 
e 

6 

相 
。 

－ 

∩ 
偲 
礪 
－」－ 

輔 
也 
崎 
腐 
e 
総 
礪 

（ 
出督 

吊 
膿 
e 

＝－ 

排 
遠 
□ 
置 

e 
く 

昭 
雑 
昭 
紺 
脳 
討e 

緋 
相漕 

ヨ 

苗 
珊柵 

讃 

－ 

0  

′
紹
両
e
K
〕
l
ト
廼
塀
J
肛
車
き
り
、
誌
「
⊃
肘
眠
恥
旺
K
l
言
堵
痘
 
 

射
撃
匙
班
崎
桓
出
宙
粗
景
－
e
帥
班
讃
煙
潮
壁
 
 

〃
し
l
ト
吉
（
経
u
圧
∈
≦
王
N
世
襲
装
漣
緋
再
製
捗
塩
伽
と
空
呉
時
工
程
〓
一
晒
襲
撃
軍
蛮
 

′
 

－ 

帥
脚
卍
氾
 
 

。
1
1
一
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
′
t
l
一
J
T
ニ
．
h
（
上
上
「
1
、
¶
u
l
卜
・
＝
丁
－
－
〓
虻
L
し
≠
∴
Ⅶ
ケ
旧
呈
∴
N
心
卜
取
出
－
」
川
訓
 
 

埋
聖
e
 
 

増
資
e
推
夜
型
 
 

推
房
雄
牌
昼
肥
 
 

桐
昼
肥
ど
剋
 
 

埋 
壁 

e 
幽 
朝 
潮 

ど
旦
罵
崎
 
 

貫
崎
卜
一
招
り
一
瞥
警
 
 

ト
一
招
〓
一
軍
薯
 
Ⅰ
 
 

。
b
倒
駅
粗
髄
 
 

刷
髄
コ
姫
雫
酬
 
 
 

【
船
便
座
州
】
 
 

【
皿
 
超
】
 
 
 

（
ロ
買
把
磨
）
 
 

235  



児童福祉法等の一部を改正する法律の主な内容  
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2 児童福祉法の改正②（困難な状況にある子どもや家庭に対する支援の強化）  

（1）里親制度の改正（平成21年4月施行）  

○ 養子縁組を前提とした里親と養育里親を区別し、養育里親の要件について一定の研修を修めることとする等里親  
制度を見直す。   
○ 都道府県の業務として、里親に対する相談等の支援を行うことを明確化し、当該業務を一定の要件を満たすもの  
に委託できることとする。  

2）小規模住居型児童養育事業の創設（平成21年4月施行）  

○ 要保護児童の委託先として、養育者の住居で要保護児童を養育する事業（ファミリーホーム）を創設し、養育者の   
要件等事業に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。  
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議会の機能強化（平成21年4月施行）  

協議会の協議対象を、養育支援が特に必要である児童やその保護者、妊婦に拡大するほか、  
機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。  

（4）年長児の自立支援策の見直し（平成21年4月施行）  

○ 児童自立生活援助事業について、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとともに、義務教育終了後の  
児童のほか、20歳未満の者を支援の対象として追加する等の見直しを行う。   

（5）施設内虐待の防止（平成21年4月施行）  

○児童養護施設等における虐待を発見した者の通告義務、通告があった場合の都道府県や都道府県児童福祉審  
議会等が講ずべき措置等施設内虐待の防止のための規定を設ける。  

他
一
相
家
 
 
 

謂
 
 

」脚2年4月）施行）  
談所における保護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす者にも委託できることとする。  
庭支援センターについて、児童福祉施設への附置要件の廃止等を行う。  
府県における里親や児童養護施設等の提供体制の計画的な整備について、必要な措置を講じる。  



3 次世代育成支援対策推進法の一部改正①（地域における取組の促進）  

（1＝引こよる参酌標準の提示（平成21年3月施行）  

○ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに   
際して参考とすべき標準（参酌標準）を定めるものとする。  

2）地域行動計画の策定等に対する労使の参画（平成21年3月施彿  
○ 市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更しようとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させ   
るよう努めるものとする。  

岬見直し．（平成22年4月施行）  

○ 市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよ   

う努めるものとする。   




